
瀬戸市新型コロナウイルス感染症対策事業一覧【令和５年度】

No. 事業名（所管課）

事業概要(計画時点)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

緊急対策区分
（生活支援/事
業支援/教育支
援/感染防止）

臨時交付金に
おける事業区
分
（通常分/原油
価格・物価高
騰対策/重点支
援分）

予算措置
事業費

決算額(円)
臨時交付金
充当額(円)

成果及び評価
①事業の成果目標
②成果目標の測定方法
③成果目標の達成状況（達成/未達成）

1
肥料価格高騰対策支援金
給付事業(産業政策課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及び原油価格・物価高騰等の影響を受け
る生産者を支援するため、肥料価格の高騰分に対し支援金を給付するもの。
②支援金
③【肥料価格高騰対策支援金（新型コロナウイルス対策）（産業政策課）】
肥料価格高騰対策支援金　300,000円
（前年からの肥料費の上昇分の1.5割(本年の肥料費に対して前年からの価格上昇率や
使用料低減率(化学肥料低減の取組)により算出)）
④市内生産者

事業支援
原油価格・物
価高騰対策

Ｒ5.1 ～ Ｒ6.3
令和４年度補正予算
（１０月補正）

24,500 0

①物価高騰下における事業継続及び新型コロナウイルス感染症対策を継続実施する。
継続的に新型コロナウイルス対策を実施する全ての対象事業所への支援金給付を行
う。
②申請者数
③達成
　対象件数８件のうち、給付を希望する２件に対し交付した。

2
配合飼料価格高騰対策支
援金給付事業(産業政策
課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及び原油価格・物価高騰等の影響を受け
る生産者を支援するため、配合飼料価格の高騰分に対し支援金を給付するもの。
②支援金
③【配合飼料価格高騰対策支援金（新型コロナウイルス対策）（産業政策課）】
配合飼料価格高騰対策支援金　9,600,000円
（令和4年10月から令和5年3月までの配合飼料価格安定制度の補てん対象数量（瀬戸市
内農場分に限る）
2,000円/t×800t/1か月×6か月=9,600,000円）
④市内生産者

事業支援
原油価格・物
価高騰対策

Ｒ4.10 ～ Ｒ5.9
令和４年度補正予算
（１０月補正）

0 0

①物価高騰下における事業継続及び新型コロナウイルス感染症対策を継続実施する。
継続的に新型コロナウイルス対策を実施する全ての対象事業所への支援金給付を行
う。
②補助金交付件数
③達成
　令和5年度に予算を繰り越し、申請を希望した８者に対し交付を行った。

3
粗飼料価格高騰対策支援
金給付事業(産業政策課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及び原油価格・物価高騰等の影響を受け
る生産者を支援するため、粗飼料価格の高騰分に対し支援金を給付するもの。
②支援金
③【粗飼料価格高騰対策支援金（新型コロナウイルス対策）（産業政策課）】
粗飼料価格高騰対策支援金　1,000,000円
（令和4年10月から令和5年3月までに購入した輸入粗飼料（稲わら・乾牧草）の数量
（瀬戸市内の農場での使用分に限る）
5,000円/t×33.3t/1か月×6か月≒1,000,000円）
④市内生産者

事業支援
原油価格・物
価高騰対策

Ｒ4.10 ～ Ｒ5.9
令和４年度補正予算
（１０月補正）

0 0

①物価高騰下における事業継続及び新型コロナウイルス感染症対策を継続実施する。
継続的に新型コロナウイルス対策を実施する全ての対象事業所への支援金給付を行
う。
②補助金交付件数
③達成
　令和5年度に予算を繰り越し、申請を希望した４者に対し交付を行った。

4
市内中小企業者省エネル
ギー促進補助金交付事業
(産業政策課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及び原油価格・物価高騰等の影響を受け
る市内中小企業支援として、省エネルギー診断に基づき、省エネルギー設備等を導入
する市内の中小企業者にその費用の一部を補助するもの。
市内中小企業者に対するエネルギー価格高騰対策とともに、経営改善やカーボン
ニュートラルに向けて、ＳＤＧｓの取り組みが促進される。
②補助金
③【市内中小企業者省エネルギー促進補助金（新型コロナウイルス対策）（産業政策
課）】
事業費の１／３補助。上限1,000,000*10社=10,000,000円
④市内の中小企業者

事業支援
原油価格・物
価高騰対策

Ｒ4.10 ～ Ｒ6.3
令和４年度補正予算
（１０月補正）

6,762,000 0

①市内中小企業者へ省エネルギー設備等の導入を支援することで、エネルギー価格高
騰対策、経営改善、カーボンニュートラルの実現及びＳＤＧｓへの取組促進を図る。
②補助金交付件数
③達成
　10事業者へ交付を行った。

5
瀬戸焼販売促進補助金給
付事業(ものづくり商業
振興課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及び原油価格・物価高騰等の影響を受け
る瀬戸焼関連事業者を支援するとともに、次世代を担う子どもたちが瀬戸焼に触れる
機会を創出するため。
②報酬、共済費、旅費、需用費、役務費、委託料、補助金
③【瀬戸焼販売促進補助金給付（新型コロナウイルス対策）（ものづくり商業振興
課）】
市内の小学生（約7,800人）*瀬戸焼商品購入クーポン3,000円＝23,400,000円
PR資材作成等委託　1,400,000円
その他事務費　5,176,000円
合計　約29,976,000円
④市内の小学生（約7,800人）

事業支援
原油価格・物
価高騰対策

Ｒ5.4 ～ Ｒ5.12
令和４年度補正予算
（１０月補正）

15,275,217 10,000,000

①原油原材料高騰下における瀬戸焼関連事業者の事業継続につながったか評価するた
め、売り上げが増加した事業者が50％以上を目標とする。
②事業者アンケート
③達成
　売り上げが増加したと回答した事業者の割合67.4%であった。

6
アーティスト活動支援補
助金給付事業(文化課)

①新型コロナウイルスや物価高騰の影響により、文化芸術活動自粛・縮小を余儀なく
された市内のアーティスト等を支援する
②-
③ＨＰ作成業務委託　200千円
瀬戸市アーティスト活動支援補助金　上限300千円×35件≒10,000千円
合計10,200千円
④市内在住又は市内に活動拠点を置いているアーティスト等

事業支援 - Ｒ5.1 ～ Ｒ6.3
令和４年度補正予算
（１０月補正）

8,857,080 0

①新型コロナウイルスや物価高騰の影響により、文化芸術活動自粛・縮小を余儀なく
された市内のアーティスト等を支援する。
②-
③達成
　対象件数35件のうち、全件に対し交付した。

事業期間
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7

低所得世帯への物価高騰
に伴う重点支援金給付事
業【低所得者世帯給付
金】(社会福祉課)

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等の影響を受ける令和5年度住民税非課税世
帯（11,762世帯）及び失業等による家計急変により令和5年度住民税非課税世帯と同等
の収入見込みとなった世帯（31世帯）に対し、各世帯に現金30,000円を給付すること
により生活支援を図るもの。
②低所得者世帯への給付金
③Ｒ５年度分の住民税非課税世帯：352,860千円（11,762世帯×30千円）
家計急変世帯：930千円（31世帯×30千円）
合計：353,790千円
④令和5年度住民税非課税世帯、家計急変世帯

生活支援
重点支援分(低
所得世帯支援

枠分)
Ｒ5.8 ～ Ｒ5.12

令和５年度補正予算
（６月補正）

353,790,000 353,790,000

①対象世帯のうち交付申請世帯への給付率100％
②申請書類の処理率により測定
③達成
　期限内に申請のあった申請書類は全て処理を完了している。
　申請書送付済世帯のうち、未申請の世帯に対しても催告書を発送する他、ホーム
ページや広報により申請期日内に申請を促すよう周知を行った。

8

低所得世帯への物価高騰
に伴う重点支援金給付事
業【事務費】(社会福祉
課)

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等の影響を受ける令和5年度住民税非課税世
帯（11,762世帯）及び失業等による家計急変により令和5年度住民税非課税世帯と同等
の収入見込みとなった世帯（31世帯）に対し、各世帯に現金30,000円を給付すること
により生活支援を図るための事務経費。
②低所得世帯への給付金に係る事務費
③報酬（会計年度任用職員）：554千円
職員手当等（会計年度任用職員）：111千円
共済費：126千円
旅費：27千円
需用費：330千円
役務費：2,876千円
委託料：26,202千円
合計：30,226千円
④令和5年度住民税非課税世帯、家計急変世帯

生活支援
重点支援分(低
所得世帯支援

枠分)
Ｒ5.8 ～ Ｒ5.3

令和５年度補正予算
（６月補正）

27,738,146 27,738,146

①対象世帯のうち交付申請世帯への給付率100％
②月次報告により要求している業務を完遂できているかを随時確認している。
③達成
　契約時に当課が要求した事務内容について、相違なく達成していることを確認し
た。

9

低所得世帯（家計急変世
帯）への物価高騰に伴う
重点支援金給付事業(社
会福祉課)

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等の影響を受ける、令和5年度住民税非課税
世帯及び失業等による家計急変により令和5年度住民税非課税世帯と同等の収入見込み
となった世帯（計11,793世帯）に対し、各世帯に現金20,000円を追加給付することに
より生活支援を図るもの。（事業Ｎｏ.1の上乗せ分）
②低所得世帯への給付金
③Ｒ５年度分の住民税非課税世帯：235,240千円（11,762世帯×20千円）
家計急変世帯：620千円（31世帯×20千円）
合計：235,860千円
④令和5年度住民税非課税世帯、家計急変世帯

生活支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.8 ～ Ｒ5.12
令和５年度補正予算

（６月補正）
235,860,000 235,860,000

①対象世帯のうち交付申請世帯への給付率100％
②申請書類の処理率により測定
③達成
　期限内に申請のあった申請書類は全て処理を完了している。
　申請書送付済世帯のうち、未申請の世帯に対しても催告書を発送する他、ホーム
ページや広報により申請期日内に申請を促すよう周知を行った。

10

低所得世帯（家計急変世
帯）への物価高騰に伴う
重点支援金給付事業【事
務費】(社会福祉課)

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等の影響を受ける令和5年度住民税非課税世
帯（11,762世帯）及び失業等による家計急変により令和5年度住民税非課税世帯と同等
の収入見込みとなった世帯（31世帯）に対し、各世帯に現金20,000円を給付すること
により生活支援を図るための事務経費。
②低所得世帯への給付金に係る事務費
③報酬（会計年度任用職員）：370千円
職員手当等（会計年度任用職員）：74千円
共済費：84千円
旅費：18千円
需用費：220千円
役務費：1,917千円
委託料：17,468千円
合計：20,151千円
④令和5年度住民税非課税世帯、家計急変世帯

生活支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.8 ～ Ｒ5.3
令和５年度補正予算

（６月補正）
0 0

①対象世帯のうち交付申請世帯への給付率100％
②月次報告により要求している業務を完遂できているかを随時確認している。
③達成
　契約時に当課が要求した事務内容について、相違なく達成していることを確認し
た。
※No.7は全自治体で実施する低所得世帯への支援事業であり、瀬戸市はNo.9で支援額
を上乗せして事業を実施した。No.8及びNo.10はそれぞれNo.7及びNo.9に対応する事務
費についての事業であるが、当初、No.7で想定をしていた事業費の範囲内でNo.9の事
業費も含めて事業を完了したため、No.9の事業費決算額や、臨時交付金決算額は0円と
なっている。

11
学校給食材料費補助事業
(学校給食センター)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及びエネルギー・食料品等の物価高騰の
影響を受ける子育て世帯を支援するため、給食費の値上げを行わず、栄養バランスや
量を確保した給食を提供するために賄材料費の増額を行うもの。
②需用費
③需用費：45,900千円
合計：45,900千円
④子育て世帯

生活支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.4 ～ Ｒ6.3
令和５年度補正予算

（６月補正）
55,518,625 49,233,342

①食材費や光熱水費の高騰による、学校給食費の上昇率0％
②-
③達成
　給食費を値上げすることなく、児童生徒に対し栄養バランスと量を確保した給食が
提供できた。
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12
おもてなし観光タクシー
ツアー事業者支援事業
(観光課)

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等の影響を受ける市内観光関係事業者を支
援するもの。
②負担金、補助金及び交付金
③負担金、補助金及び交付金：1,000千円
合計：1,000千円
④市内観光関係事業者（おもてなし観光タクシーツアー協力事業者）

事業支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.10 ～ Ｒ6.3
令和５年度補正予算

（６月補正）
1,000,000 1,000,000

①対象事業者の事業継続率100％
②対象事業者の事業継続の確認
③達成
　新型コロナウイルス感染症及び物価高騰下において、おもてなし観光タクシーツ
アー協力事業者を支援することにより、継続的に瀬戸市への観光誘客を図ることがで
きた。

13
可燃ごみ袋無料配布支援
(環境課)

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受ける中、ごみ袋の有料化が開始され市民負
担が大きくなっているため、可燃ごみ袋の無料配布を実施することにより生活支援を
図るもの。
②可燃ごみ袋無料配布費用
③需用費： 販売店掲示用ステッカー   293,700円
　　　　　無料配布ごみ袋購入費用　 4,200,000円
　　　　　役務費： 無料配送用郵送代  22,200,000円
　　　　　無料配布用袋配送準備業務　650,000円
　　　　　委託料： ごみ袋流通・収納管理業務委託 820,512円
　　　　　コールセンター委託業務　0,000,000円
　　　　　合計  39,164,212円≒39,165,000円
④市内全戸

生活支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.7 ～ Ｒ6.3
令和５年度補正予算

（６月補正）
8,382,014 0

①市内各戸への配付率100％
②－
③達成
　市内全戸に市指定ごみ袋（30L、10枚）を配布した。ごみ袋は日々の生活において必
ず消費するものであるため、無料配布することで市民の経済的負担の軽減に寄与した
ものと考えられる。配布はポスティングで実施したが、配布漏れの連絡があった世帯
に対しては郵送で対応した。２月以降は市民からの配布漏れの連絡もなくなり、全戸
配布事業として完了したものと評価している。

14
新型コロナウイルスワク
チン個別接種促進支援事
業補助金(健康課)

①新型コロナウイルスワクチン接種のための体制を整備するため、個別接種に協力す
る診療所に対し補助金を交付し、個別接種の促進を図り、もって本市のワクチン接種
の機会を継続的に確保することを目的とする。
②補助金
③（春開始接種）2,000円×120回×4週×2か月×4医療機関＝7,680,000円
　（秋開始接種）2,000円×120回×4週×3か月×4医療機関＝11,520,000円
　　計19,200,000円
④市内診療所

事業支援 - R5.6 R6.3
令和5年度補正予算

（６月追加）
10,856,000 0

①個別接種に協力する診療所に対し補助金を交付し、個別接種の促進を図り、本市の
ワクチン接種の機会を継続的に確保する。
②接種率
③達成
　申請のあった5診療所に補助金を交付し、春開始接種では16.8％（全人口接種率）
50.8％（高齢者接種率）、秋開始接種では21.3％（全人口接種率）47.3％（高齢者接
種率）となった。

15
生活困窮者食糧支援(社
会福祉課)

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等の影響を受ける生活困窮者に対し、食糧
支援を行うことにより生活支援を図るもの。
②需用費
③生活困窮者食糧支援経費　500,000円
④生活困窮者

生活支援 通常分 Ｒ5.11 ～ Ｒ6.3
令和５年度補正予算

（９月補正）
470,224 200,620

①支援を希望する方への支援率100％
②-
③達成
　支援希望者に対し100％支援ができた。

16
高齢者施設物価高騰対策
支援金(高齢者福祉課)

①介護福祉サービス等は、高齢者やその他家族等を支える上で必要不可欠である。感
染症リスクの高い状況下において、新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等の影響
を受ける高齢者施設に対し、事業者の負担軽減対策として、1事業所あたり500,000円
の支援金を給付するもの。
②負担金、補助金及び交付金
③高齢者施設物価高騰対策支援金　500,000円×7包括
④高齢者施設

事業支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.11 ～ Ｒ5.12
令和５年度補正予算

（９月補正）
3,500,000 3,500,000

①対象施設への給付率100％
②新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等の影響を受ける高齢者施設の負担軽減が
できたかどうか。
③達成
　新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等の影響を受ける高齢者施設に支援金を給
付することにより、高齢者施設が安定的に事業を実施することに寄与した。

17
地域型保育事業所運営費
等補助金(保育課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及びエネルギー・食料品等の物価高騰の
影響を受ける民間保育事業所を支援することにより、給食費を負担している子育て世
帯を支援するもの。また、給食費の値上げをすることなく栄養バランスや量を確保し
た給食を提供するため、事業者へ補助金を交付するもの。
②負担金、補助金及び交付金
③地域型保育事業所運営費等補助金
310人×60円×25日＝465,000円
330人×100円×25日＝825,000円
合計　1,290,000円
④地域型保育事業所

事業支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.10 ～ Ｒ6.3
令和５年度補正予算

（９月補正）
（３月補正）

1,030,300 3,542,000

①食材費や光熱水費の高騰による、給食費の上昇率0％
②-
③達成
　臨時交付金の活用により、これまでと同様に栄養バランスや量を確保した給食の提
供ができた。



No. 事業名（所管課）

事業概要(計画時点)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

緊急対策区分
（生活支援/事
業支援/教育支
援/感染防止）

臨時交付金に
おける事業区
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価格・物価高
騰対策/重点支
援分）
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事業費
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臨時交付金
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18
民間保育所運営費補助金
(保育課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及びエネルギー・食料品等の物価高騰の
影響を受ける民間保育事業所を支援することにより、給食費を負担している子育て世
帯を支援するもの。また、給食費の値上げをすることなく栄養バランスや量を確保し
た給食を提供するため、事業者へ補助金を交付するもの。
②負担金、補助金及び交付金
③民間保育所運営費補助金
5,958人×60円×25日＝8,937,000円
6,157人×100円×25日＝15,392,500円
合計　24,329,500円
④民間保育所

事業支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.10 ～ Ｒ6.3
令和５年度補正予算

（９月補正）
（３月補正）

16,111,820 5,043,680

①食材費や光熱水費の高騰による、給食費の上昇率0％
②-
③未達成
　一部給食費の値上げを実施した施設があった。

19
公立保育所運営支援①
(保育課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及びエネルギー・食料品等の物価高騰の
影響を受ける保育園を支援することにより、給食費を負担している子育て世帯を支援
するもの。また、給食費の値上げをすることなく栄養バランスや量を確保した給食を
提供するため委託料を増額するもの。
②委託料
③委託料
809人×60円×25日＝1,213,500円
815人×100円×25日＝2,037,500円
合計　3,251,000円（うち重点交付金を活用する2,867,000円）
④保育園（公設民営）

事業支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.10 ～ Ｒ6.3
令和５年度補正予算

（９月補正）
（３月補正）

1,819,680 1,593,680

①食材費や光熱水費の高騰による、給食費の上昇率0％
②-
③達成
　臨時交付金の活用により、これまでと同様に栄養バランスや量を確保した給食の提
供ができた。

20
配合飼料価格高騰対策支
援金（令和5年度上半期
分）(産業政策課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及び原油価格・物価高騰等の影響を受け
る生産者を支援するため、配合飼料価格の高騰分に対し支援金を給付するもの。
②負担金、補助金及び交付金
③配合飼料価格高騰対策支援金　6,800千円
合計　6,800千円
④市内生産者

事業支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.12 ～ Ｒ6.3
令和５年度補正予算

（９月補正）
7,135,898 7,135,898

①物価高騰下における事業継続率及び支援希望者に対する給付率100％
②－
③達成
　支援希望者８者すべてに対し給付を行った。（予算の不足分については、粗飼料価
格高騰対策支援金から流用して対応。）なお、支援した全事業者は、現在も事業を継
続中である。

21
粗飼料価格高騰対策支援
金（令和5年度上半期
分）(産業政策課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及び原油価格・物価高騰等の影響を受け
る生産者を支援するため、粗飼料価格の高騰分に対し支援金を給付するもの。
②負担金、補助金及び交付金
③粗飼料価格高騰対策支援金　1,150千円
合計　1,150千円
④市内生産者

事業支援
重点支援分(推

奨事業メ
ニュー分)

Ｒ5.12 ～ Ｒ6.3
令和５年度補正予算

（９月補正）
814,100 814,100

①物価高騰下における事業継続率及び支援希望者に対する給付率100％
②－
③達成
　支援希望者４者すべてに対し給付を行った。なお、支援した全事業者は、現在も事
業を継続中である。

22
公立保育所運営支援②
(保育課)

①新型コロナウイルス感染症拡大による影響及びエネルギー・食料品等の物価高騰の
影響を受ける保育園を支援することにより、給食費を負担している子育て世帯を支援
するもの。また、給食費の値上げをすることなく栄養バランスや量を確保した給食を
提供するため委託料を増額するもの。
②委託料
③委託料
809人×60円×25日＝1,213,500円
815人×100円×25日＝2,037,500円
合計　3,251,000円（うち重点交付金を活用する2,867,000円）
④保育園（公設民営）

事業支援 通常分 Ｒ5.10 ～ Ｒ6.3
令和５年度補正予算

（９月補正）
683,380 683,380

①食材費や光熱水費の高騰による、給食費の上昇率0％
②-
③達成
　臨時交付金の活用により、これまでと同様に栄養バランスや量を確保した給食の提
供ができた。


